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判例の思想と論理を分析・考察し，それに対する批判
的検討を試みた。
　なお本研究の成果を，　『法律時報』（1970年1月臨
時増刊号「大学の自治」）に発表したことを付記して
おく。
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　今日の「大学問題」は，顕在的にあるいは潜在的
に，従来の伝統的な大学自治観の再検討を鋭く迫って
いる。そして，国家権力・独占資本の側も，また国民
の側も，ともに伝統的な大学自治観の再検討を強く要
望・期待している。したがって，伝統的な大学自治観
の再検討は，国家権力・独占資本の側の要請を認める
方向から行なうか，それとも，国民全体の要望にこた
える方向から行なうかという，すぐれて政治的かつ実
践的価値判断の問題となる。そこで，伝統的な大学
自治観が，いかに現実に対応できなくなっているかを
総点検することが，きわめて重要な意味をもつことに
なる。本研究も，そうした意識のもとで，学説と判例
　（主として通説的見解）の批判的検討を行なうもの，で
ある。そのさい，次のごとぎ検討の視点にたつことを
あらかじめ指摘しておく。
　まずeg　1に，これまでの通説的見解のごとく，「大
学の自治」を観念的・抽象的に論ずるのではなく，わ
が国における「大学の自治」をめぐる現実と実態をふ
まえた検討を行なうことである（「大学の自治」の科
学的認識論の展開）。
　第2に，伝統的な大学自治観の再検討という課題
は，あるべき「大学の自治」を確立する闘争に寄与・
貢献すべきものであり，それゆえ，大学の民主化とい
う課題と表裏一体をなす方法論の展開になることであ
る（「大学の自治」の実践的運動論の展開）。
　そして第3に，「大学の自治」によって保障される
学問・研究・教育は，究極的には，国民全体の福祉や
社会の進歩・発展に寄与・貢献するものであらねばな
らないという意味において，大学は単に真理探究とい
う目的使命のみならず，国民に対してそのような意味
の「社会的責任」を明白に有していることを示す社会
的責任論の展開になることである（「大学の自治」の
社会的責任論の展開）。
　以上のごとき検討の視点にたって，本研究は，これ
まで「大学の自治」をめぐってとくに憲法学説・判例
上問題にされた事質にそくして，通説約見解の学説と
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